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環境経営レポート
エコアクション21

活動期間︓2022年1⽉〜2022年3月
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１．組織の概要
事業者名及び代表者名 株式会社アムテック

代表取締役社⻑ 佐野雅治
所在地 本社工場 〒321-4367 栃⽊県真岡市⻤怒ケ丘16番地2

神鋼構内事業所 〒321-4367 栃木県真岡市⻤怒ヶ丘15番地 神⼾製鋼所内
アルミ原料室 〒321-4367 栃木県真岡市⻤怒ヶ丘2番3号

環境管理責任者⽒名及び担当者 環境管理責任者 佐野雅治
事務局 多功 裕
連絡先 TEL:0285-81-1610 FAX:0285-81-1613

h.takou@nisshikogyo.com
事業の規模 本社工場 従業員数︓ 41名 総計︓ 136名

神鋼構内事業所 従業員数︓ 70名
アルミ原料室 従業員数︓ 15名
事務所・間接部門 従業員数︓ 10名 （2022年1月時点）

認証登録範囲 本社工場
アルミ原料室 ※⼟地・建物・燃料・電気等は別会社で管理の為、数値目標からは除外
※神鋼構内事業所 ISO14001活動構成員のため対象外

事業内容 本社工場 非鉄⾦属精錬業 ・アルミ⺟合⾦並びに各種再⽣地⾦
・アルミ２次地⾦並びに２次合⾦地⾦

神鋼構内事業所 ・溶解付帯作業
・溶滓処理作業

アルミ原料室 ・アルミニウム原料運搬作業
・切断加⼯事業 3



２ .環境方針

環境理念 私たちは、⽇清鋼業グループの基本理念にある 『地球の未来のために』の実現に向け
会社が果たすべき社会的使命として「自然環境の保護」を掲げております。
現在の地球環境問題は経営上の最重要課題の一つとして位置付けています。
また、この課題解決に向け、以下の方針を制定し、
経済発展と地球環境の保全との共生を目指す「持続発展が可能な社会」の
実現に向けて取り組みます。

環境方針 １．環境目標を定め、計画的に実⾏して改善する継続的活動を⾏います。
２．限られた資源を有効活用し、「資源循環型社会の実現」へ貢献します。
３．アルミ溶湯事業を通して再溶解のエネルギー削減による「低炭素社会の実現」へ貢献します。
４．環境問題の動向と会社の環境⽅針を社員と共有し、環境活動への理解と参加を促します。
５．事業活動に適用される環境法及びエコアクション21の要求事項を遵守します。

4
２０２1年12月１日
株式会社アムテック 代表取締役社⻑ 山本博史

重点取組事項 １．LNG使⽤量の削減
２．電気使⽤量の削減
３．廃棄物の低減

︓安定した⽣産体制の構築、 予熱方法の改善
︓ＬＥＤやトップランナーモーター等の省エネ品への切替え
インバーター制御による必要能⼒に応じたルールの設定

︓ペーパーレス化・パレットの有効活⽤



３ .マテリアルフロー
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INPUT
ガス 重油 電⼒ 原料

OUTPUT
製品

・CO2
・ばいじん

溶解

鉄鋼・⼆次合⾦向けドロス

廃棄物発⽣量
原料受入

生産
活動



４ .組織図

代表

本社工場

設備保全Gr

原料班

溶解班

アルミ原料室

作業・運送班

アルミ板切断班

神鋼構内事業所

安全衛生室 総務人事室

エコアクション21認証範囲 6



５ .実施体制
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•環境管理責任者を任命する
•環境経営方針を制定する
•推進に必要な要員、技術、資⾦等の資源を準備する
•経営における課題とチャンスを整理し確認する
•環境経営システムの全体評価と⾒直し・指⽰を⾏う

社⻑

•環境経営システムの実⾏責任者として活動を推進する
•環境経営システムに必要な文書及び記録を承認する環境経営責任者

•環境経営目標及び活動計画を策定し環境経営責任者の承認を得る
•活動計画の策定・実施、状況の把握をし事務局へ報告する
•部門ごとの教育訓練実施（事務局フォロー）
•環境苦情や問題が発⽣した際、環境管理責任者への報告と、必要な処置をとる

部門責任者

•環境への負荷及び取組の自己チェックの実施リーダー
•経営目標及び活動計画の達成状況や実施状況の確認と評価を⾏い、責任者に報告する
•環境関連法規の取りまとめ、最新版の維持管理及び遵守状況の確認
•外部からの苦情や要望を受け付ける窓口
•必要な⽂書、記録の保管と管理
•責任者による全体評価の取りまとめ

事務局

•定めたルールや計画に対し積極的に取り組む
•環境経営⽅針を理解し、環境改善に努める従業員



６ .環境経営目標

8

※原単位は、年間⽣産量1ﾄﾝ当たりの割合としています。
※⽔使⽤量は、⽣産活動では使⽤しないため、削除活動ではなく維持活動としています。
※電気事業者別排出係数は、環境省 令和４年１⽉７日公表の「令和２年度」に記載されている
東京ガス株式会社の排出係数0.277（kg-CO2/kWh）を使用しています。

初回申請時︓2022年1⽉〜3月までの3ヶ月
■二酸化炭素削減に関する項目 （年度︓4⽉〜翌年3⽉）

■⽔使⽤量に関する項目

■廃棄物発⽣量削減に関する項目

対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （目標）2022年1〜3⽉

原単位（㎥／㌧） 0.2 0.1 0.1

廃棄物（単位︓kg） 75,015 190,090 51,894
原単位（kg／製品量㌧） 4.99 7.07 7.05

原単位（Co2-kg／㌧） 306.5 186.1 185.8

対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （目標）2022年1〜3⽉

⽔使⽤量（単位︓㎥） 2,808 2,808 702

原単位（kWh／㌧） 153.7 78.5 78.4
⼆酸化炭素総排出量（単位︓Co2-t） 4,609 5,007 1,367

512
原単位（㎥／㌧） 73.7 69.7 69.5
電気使⽤量（単位︓千kWh） 2,311 2,112 577

対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （目標）2022年1〜3⽉
LNG使⽤量（単位︓千㎥） 1,109 1,874 (基準年 ▲0.2%)

(基準年 ▲0.2%)

(基準年 ▲0.2%)

(基準年 現状維持)

(基準年 ▲0.2%)



７ .環境経営目標（年間）
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■二酸化炭素削減に関する項目 （年度︓4⽉〜翌年3⽉）

■⽔使⽤量に関する項目 （年度︓4⽉〜翌年3⽉）

■廃棄物発⽣量削減に関する項目 （年度︓4⽉〜翌年3⽉）

（目標）2023年度対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （目標）2021年度 （目標）2022年度

2,800 2,800
原単位（㎥／㌧） 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1

1,109 1,874

（目標）2023年度対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （目標）2021年度 （目標）2022年度

2,086 2,151

電気使⽤量（単位︓千kWh） 2,311 2,112 2,351 2,424

73.7 69.7 69.5 69.4 69.3
2,285LNG使⽤量（単位︓千㎥）

6,106

原単位（kWh／㌧） 153.7 78.5 78.4 78.2 78.0
⼆酸化炭素総排出量（単位︓Co2-t） 4,609 5,007 5,573 5,747

2,575

原単位（㎥／㌧）

（目標）2023年度

原単位（Co2-kg／㌧） 306.5 186.1 185.8 185.4 185.0

対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （目標）2021年度 （目標）2022年度

⽔使⽤量（単位︓㎥） 2,808 2,808 2,800

7.02
廃棄物（単位︓kg） 75,015 190,090 211,580 218,195 231,805
原単位（kg／製品量㌧） 4.99 7.07 7.05 7.04

(基準年 ▲0.4%) (基準年 ▲0.6%)

(基準年 ▲0.4%) (基準年 ▲0.6%)

(基準年 ▲0.2%)

(基準年 ▲0.2%)

(基準年 ▲0.4%) (基準年 ▲0.6%)(基準年 ▲0.2%)(基準年 ▲0.2%)

(基準年 現状維持) (基準年 現状維持) (基準年 現状維持)

(基準年 ▲0.4%) (基準年 ▲0.6%)(基準年 ▲0.2%)

※原単位は、年間⽣産量1ﾄﾝ当たりの割合としています。
※⽔使⽤量は、⽣産活動では使⽤しないため、削除活動ではなく維持活動としています。
※電気事業者別排出係数は、環境省 令和４年１⽉７日公表の「令和２年度」に記載されている
東京ガス株式会社の排出係数0.277（kg-CO2/kWh）を使用しています。



８ .環境経営計画
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９ .計画の実施ー L NG
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実⾏施策
●溶解炉に使用するLNG使⽤率の削減

・安定した生産体制の構築
・無駄な保温の削減
・予熱効率の向上

実施結果

今後に
向けて

■LNG使⽤量及び原単位

使⽤量　+153千㎥
原単位　+2.3㎥/ｔ

2020年度 2021年度 差異
使⽤量　1,874千㎥
原単位　69.7㎥/ｔ

使⽤量　2,027千㎥
原単位　72.0㎥/ｔ

2020年度対⽐で+2.3㎥(+1.5%)と目標未達となった
<取組事項>
●予熱方法の改善
水蒸気爆発対策としてインゴットケースや厚物屑を事前に予熱する際、
放熱防⽌のため予熱室を作成し雰囲気温度で効率よく予熱を⾏った

●無駄な保温の削減
溶解炉の溶湯を保温する際、操業温度では過剰のため保温モードを作成、ルール化した

<総括>
要因として2基ある溶解炉のうち、メイン炉はフル生産で目標を達成できているが、
サブ炉が⼈員不⾜のため設備能⼒の30％程度しか稼働できていない。しかし、
溶解炉は保温(生産なし)でも溶湯が固まらないようバーナーは炊き続けるため
無駄なLNG使⽤量が増加したことが⼤きな要因となっている。

サブ炉の溶解炉を安定的に稼働できるよう、⼈⼿不⾜を解消し稼働率を向上させる



1 0 .計画の実施ー電⼒
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実⾏施策
●⼯場に使⽤する電気使⽤率の削減

・LEDやトップランナーモーター等の省エネ品への切替え
・インバーター制御による必要能⼒に応じたルールの設定
・無駄な電気の削減

実施結果

今後に
向けて

2020年度対⽐で+1.2kWh(+1.5%)と目標未達となった

サブ炉の溶解炉を安定的に稼働できるよう、⼈⼿不⾜を解消し稼働率を向上させる

<取組事項>
●インバーターを活用した最適な設定
集塵機のインバーターについて溶解炉の操業に合わせた制御を設定した
＞溶解炉の操業に自動で低Hz�高Hzに切替わる

●こまめな節電
・照明やエアコンなどのこまめな節電の実施
・有⼈率が低い場所は感知式照明に変更

<総括>
要因として2基ある溶解炉のうち、メイン炉はフル生産で目標を達成できているが、
サブ炉が⼈員不⾜のため設備能⼒の30％程度しか稼働できていない。しかし、
溶解炉は保温(生産なし)でも集塵機は稼働させておかなくてはならないことから
無駄な電気使⽤量が増加したことが⼤きな要因となっている。

■電気使⽤量及び原単位 年間
2020年度 2021年度 差異

使⽤量　2,112千kWh
原単位　78.5kWh/ｔ

使⽤量　2,245千kWh
原単位　79.7kWh/ｔ

使⽤量　+133千kWh
原単位　+1.2kWh/ｔ



1 1 .計画の実施ー廃棄物
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実⾏施策

●社内文書のペーパーレス化
・社内ネットワークの強化
・リモート会議の環境構築
●⽊パレットの廃棄量削減
・⽊パレットの再利⽤
●プラスチックパレット(以下プラパレ)の廃棄量削減
・プラパレの再利⽤

実施結果

今後に
向けて

社内で発生するプラスチックやダンボール等も分別すれば有価となり、リサイクルが可能となる。
今後は分別や管理を強化し、リサイクル環境を構築する

・会議資料は、ノートPCとプロジェクターの活用で印刷枚数を低減できた
社内wifi環境を構築できたことで、ノートPCの活用できる幅が広がったことが大きく寄与した

・不要となったプラパレを搬⼊業者や問屋へ声掛けを⾏い、無料で提供した

■A4 コピー⽤紙使⽤量
差異

▼11,107枚(▼21.2％)

年間
2021年度
41,258枚52,365枚

2020年度

■プラパレの廃棄量 年間
2020年度 2021年度 差異
800kg 560kg ▼240kg(▼30.0%)

・ドロスケーキ(製品)のパレットとして再利した ・必要としている業者へ無料で提供した

■⽊パレットの再利⽤ 年間
2020年度 2021年度 差異
3,104枚 3,069枚 +35枚(+1.1%)



1 2 .環境関連法規
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※環境関連法規制等順守状況の定期評価の結果、環境法規制等への違反はありませんでした。
尚、関係当局から過去3年間にわたって違反等の指摘や訴訟はありませんでした。

消防法 灯油又は軽油　1,000L以上 ①貯蔵所での貯蔵　・危険物取扱者の配置
②消防用設備の設置と点検 ①、②　消防署⻑

⼯場⽴地法 敷地面積 9,000m2、又は
建築面積3,000m2以上

○

①公害防⽌統括者の設置（資格不要）
②公害防⽌管理者の設置（資格　要）

①、②都道府県知事に届出
・大気第３種
・ダイオキシン類

〇

製造業等に係る工場又は事業場であって左記で
あるものを新設、変更の際は届出を提出 市町村⻑ ○

・CO2排出量の定期報告 事業所管轄大臣
省エネ法の定期報告書による報告 〇

省エネルギー法 原油換算使⽤量 1,500kL以上
2,800kL（ʼ20）

・ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者の設置
（統括管理者、企画推進者、管理者、管理員）
・定期報告書、中期計画書

主務大臣
（経済産業大臣＋事業所管大臣） 〇

公害防止組織法 ダイオキシン類
発生施設

ばい煙発生施設
（溶解炉）

対象の施設・設備・物質など

温対法 CO2排出量　3,000ｔ以上
5,300tCo2（ʼ20）

当該要求事項 提出先・対応事項法規等の名称 適否

労働安全
衛生法

・安全衛生委員会の設置
・特殊健康診断の実施

・出席者および従業員への周知
・有症状者のフォローや指導 ○

大気汚染
防止法

ばい煙発生施設
（溶解炉）

①ばい煙量⼜は濃度の測定と記録・保管
②特定⼯場適⽤条件によって公害防⽌管理者の設置

①届出義務なし
②知事⼜は指定市⻑ ○

騒音規制法
空気圧縮機及び送風機（原動機の
定格出⼒が7.5kW以上のものに限
る）

真岡市工業地域　第４種区域
昼間65~70デシベル 　朝⼣60~70デシベル
夜間55~65デシベル

工場・事業場に特定施設を設置する場合
30⽇前までに市町村⻑に届出 ○



1 3 .環境経営実績・代表者評価
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※原単位は、年間⽣産量1ﾄﾝ当たりの割合としています。
※電気事業者別排出係数は、環境省 令和４年１⽉７日公表の「令和２年度」に記載されている
東京ガス株式会社の排出係数0.277（kg-CO2/kWh）を使用しています。

初回申請時︓2022年1⽉〜3月までの3ヶ月
■二酸化炭素削減に関する項目 （年度︓4⽉〜翌年3⽉）

■⽔使⽤量に関する項目

■廃棄物発⽣量削減に関する項目
0.1

対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （実績）2022年1〜3⽉

対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （実績）2022年1〜3⽉
LNG使⽤量（単位︓千㎥） 1,109 1,874 422
原単位（㎥／㌧） 73.7 69.7 61.7
電気使⽤量（単位︓千kWh） 2,311 2,112 404
原単位（kWh／㌧） 153.7 78.5 59.1
⼆酸化炭素総排出量（単位︓Co2-t） 4,609 5,007 1,270
原単位（Co2-kg／㌧） 306.5 186.1 185.8

⽔使⽤量（単位︓㎥） 2,808 2,808 702
原単位（㎥／㌧） 0.2 0.1

対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （実績）2022年1〜3⽉
廃棄物（単位︓kg） 75,015 190,090 48,233
原単位（kg／製品量㌧） 4.99 7.07 7.05

代表者による全体の評価と⾒直し・指⽰
・本期間では原単位が向上し、二酸化炭素削減に貢献できています。
しかし一過性のことで、通期では原単位悪化となっています。
・よって本期間でのスポットの評価ではなく、後述する年間実績で評価いたします。
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※原単位は、年間⽣産量1ﾄﾝ当たりの割合としています。
※電気事業者別排出係数は、環境省 令和４年１⽉７日公表の「令和２年度」に記載されている
東京ガス株式会社の排出係数0.277（kg-CO2/kWh）を使用しています。

代表者による全体の評価と⾒直し・指⽰
・世界的なカーボンニュートラルへの取組み影響でリサイクルへの関心は引き続き高まっています。
脅威となるものなどがないか引き続き目を光らせ情報収集してください。
・３ヶ月目標においては一時的な増員で生産性が向上したがスポット対応で継続できていない。通年では未達となります。
人員不⾜による溶解炉保温が原単位低下の⼤きな要因。採⽤活動の強化をすること。
・苦情や要望は特になし。近隣他社への配慮を引き続き忘れず作業にあたってください。
・エコアクション21に取り組んだことで、社員の環境に対する意識が向上した。継続して推進してください。
しかし、スタートしたばかりの為、部門責任者は作業員にも経営環境マニュアルを基に教育をし、更に理解を深める様に努めてください。
・次年度目標は中期目標2年目のまま変更せず、引き続き取り組んでください。

■二酸化炭素削減に関する項目 （年度︓4⽉〜翌年3⽉）

■⽔使⽤量に関する項目 （年度︓4⽉〜翌年3⽉）

■廃棄物発⽣量削減に関する項目 （年度︓4⽉〜翌年3⽉）

（目標）2023年度対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （実績）2021年度 （目標）2022年度

2,800 2,800
原単位（㎥／㌧） 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1

1,289 1,874

（目標）2023年度対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （実績）2021年度 （目標）2022年度

2,027 2,151

電気使⽤量（単位︓千kWh） 2,169 2,112 2,245 2,424

85.7 69.7 72.0 69.4 69.3
2,285LNG使⽤量（単位︓千㎥）

6,106

原単位（kWh／㌧） 144.2 78.5 79.7 78.2 78.0
⼆酸化炭素総排出量（単位︓Co2-t） 4,609 5,007 5,264 5,747

2,575

原単位（㎥／㌧）

（目標）2023年度

原単位（Co2-kg／㌧） 306.5 186.1 186.9 185.4 185.0

対象項目（年間） （参考）2013年度 （基準）2020年度 （実績）2021年度 （目標）2022年度

⽔使⽤量（単位︓㎥） 2,808 2,808 2,800

7.02
廃棄物（単位︓kg） 75,015 190,090 182,750 218,195 231,805
原単位（kg／製品量㌧） 4.99 7.07 6.5 7.04

(基準年 ▲0.4%) (基準年 ▲0.6%)

(基準年▲0.4%) (基準年▲0.6%)

(基準年 ▲0.4%) (基準年 ▲0.6%)

(基準年 現状維持) (基準年 現状維持)

(基準年 ▲0.4%) (基準年 ▲0.6%)


